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国総研・土研の取り組み

はじめに1
　全国の都市において頻発する局地的大雨よる浸
水被害の低減のため、ポンプ場の増設や雨水貯留
管の建設などのハード対策や、雨量や水位等の情
報提供などのソフト対策が、各地で実施・検討さ
れている。ハード対策のうち、図－１に示す雨水
浸透ますに代表される雨水浸透施設の整備は、雨
水流出抑制のみならず地下水涵養等の観点からも
効果的である。また、雨水浸透施設は雨水貯留管
といった大規模な施設と比較すると個々の施設に
ついて安価でかつ早期に設置が可能という利点が

ある。一方、雨水浸透施設に関しては、①個々の
浸透施設における浸透能力のばらつき、②設置後
経年的に浸透能力が低下し、またその低下速度が
不明確であること、が従来から課題とされている。
そのこともあり、雨水浸透施設の雨水浸透能力を
下水道計画の内数として位置づけたうえで計画を
策定し、下水道幹線工事の設計等に反映させるこ
とは、一部の例外を除いて実現していない。
　本稿では当研究室が実施した雨水浸透施設の経
年的な能力変化に関する調査結果、およびその調
査結果を受けて、2010 年５月に国土交通省より
公開された「雨水浸透施設の整備促進に関する手
引き（案）」の概要について紹介する。

雨水浸透施設の評価

7

図－１　雨水浸透ますの例（イメージ図）
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雨水浸透施設の
浸透能力経年変化2

　雨水浸透施設については、上述のように、施設
設置後、経年変化により流入水の濁質分などによ
る目詰まりが発生し、浸透能力が低下するケース
が多く、適正な維持管理が求められてきた。しか
しながら、この浸透能力の経年変化と維持管理の
関係については調査が長期間にわたりかつ多大な
労力を要することなどから、調査事例が非常に限
られており、明確な関係が得られていなかった。
そこで、当研究室では大都市を対象とするアン
ケート調査により現状までの調査データを収集・
分析し、適正な維持管理手法について提案を行う
こととした。

　2.1　既往の知見

　雨水浸透施設については、すでに以下の２つの

マニュアルが整備されている 1 2。浸透能力の経
年変化は維持管理の頻度により異なり、計算上は
浸透能力を算出する際の影響係数として整理され
ている。その内容を表－１に記載する。例えば、
下水道雨水浸透技術マニュアルにおいては、１年
に１回の頻度で清掃すれば、１年間で 90％の浸
透能力が担保され、５年に１回の維持管理頻度で
あれば、５年間で 40％の浸透能力が、10 年に１
回の維持管理頻度であれば 10 年間で 20％の浸透
能力が担保される、とされている。ここでいう維
持管理とは清掃のことを指し、高圧洗浄機と吸引
洗浄車の併用による清掃を意味している。

　2.2　アンケート調査について

　当研究室では、既存のマニュアルの知見も踏ま
えながら、平成 19 年度に東京都および政令指定
都市 18 都市（調査当時）を対象に雨水浸透施設
の供用後の浸透能力に関する追跡調査についてア

表－１　雨水浸透施設に関するマニュアルの概要

マニュアル名 発行者（当時） 維持管理の頻度と浸透能力の影響係数

下水道雨水浸透技術マニュアル1 （公財）日本下水道新技術機構

浸 透 ま す：0.9（１回／１年）　0.4（１回／５年）
　　　　　　 0.2（１回／ 10 年）
浸透トレンチ：0.9（１回／１年）　0.4（１回／５年）
　　　　　　 0.2（１回／ 10 年）

雨水浸透施設技術指針［案 ］2 （公社）雨水貯留浸透技術協会
0.9（１回／１年）
※ �適切な維持管理の実施を前提とすれば、目詰まりの低下

は考慮する必要ないが、計画の安全を考慮。

表－２　当研究室が実施したアンケート調査の概要

対　象 東京都および政令市（18 都市）

内　容

（浸透能力の経年低下に関する調査）
◦浸透能力経年調査状況
　― 調査方法・調査年月日・天候・水温・調査結果等
◦維持管理状況
　― 維持管理方法・頻度・状況等

（浸透施設に関する調査）
◦浸透施設の種類
　― 種類、形状、設置年度等
◦施設の設置条件
　― 設置場所、地質、地下水位、周辺の土地利用等
◦浸透能力の評価手法
　― 浸透量算出式、目詰まり等の係数等
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ンケートを実施した。アンケートの概要について
は表－２に示すとおりで、浸透能力の経年変化を
調査した施設について、浸透能力経年変化データ、
維持管理データ、施設諸元等についてデータ収集
を行っている。

　2.3　アンケート調査結果について

　当研究室が収集した雨水浸透施設の浸透能力経
年変化データのうち、設置当初、供用後ともに浸
透能力を測定しているデータについて概要を表－
３に示す。
　浸透ます、浸透トレンチの順に調査箇所数が多
く、追跡年数は最大で 20 年であった。収集され
たアンケート調査データは、都市間で雨水浸透施
設の形状が一様でなく、特に浸透ますについては、
比較的大規模な施設も含まれることから当初浸透
量に大きな幅が見られていることに留意する必要
がある。また、特筆すべき事項として、浸透ます
について、データを収集できた 93 ヵ所中、ある
都市にて 63 ヵ所の追跡調査を 20 年間実施した
事例があった。

　2.4　雨水浸透施設の浸透能力経年変化につい
て

　本稿では、表－３のうち、浸透施設として一般
的に数多く整備されており、今回の調査でもデー
タ数が多い「浸透ます」について浸透能力経年変
化の傾向把握の結果について紹介する。各都市間
で雨水浸透設置施設の形状が異なることから、式
－１に示すように計測時（経年変化時）の浸透量
を当初浸透量に対する比率（以下、変化率（％）

と記述する）に変換して比較を行った。

　　　　　　  計測時の浸透量
変化率（％）＝ ─────── ×100 … 式－１
　　　　　　　　当初浸透量

　アンケート調査より得られた、浸透ますの変化
率経年変化を図－２に示す。図中で示している清
掃とは、高圧洗浄機と吸引洗浄車を併用して行う
ものを示している。清掃頻度は設置後 10 年間の
平均が 0.9 回／年であった。清掃後データについ
ては、維持管理、すなわち清掃が行われた後の浸
透施設の浸透能力データを使用しており、清掃履
歴なしのデータについては、清掃回数が０回の浸
透施設の浸透能力データに加えて、清掃をした施
設の清掃前の浸透能力データを抽出した。また、
変化率が 100％を超えるデータが複数あり、土中
に水みちが形成されたなどの要因が想定される
が、原因究明は今後の課題としている。
　図－２に示された結果のとおり、個々の浸透能
力は非常にばらつくものの、平均的には経年低下
していること、清掃しない場合には急激に能力が
低下することが示された。
　上記の結果により、浸透能力の経年変化傾向、
および適切な維持管理の必要性が認識されること
となったが、雨水浸透施設の下水道計画への位置
づけを前提とした場合に、今回の調査結果から当
研究室として、以下の課題と今後の検討方針をま
とめることとした。
⑴�　雨水浸透施設の浸透能力はばらつきが非常に

大きいことから、浸透能力を個別に定量・評価
し、その積み上げで全体を評価することは困難
である。そのため、流域からの雨水流出量のモ

表－３　浸透能力経年変化データ概要

施設名 都市数 箇所数 追跡年数 当初浸透量
（ℓ／ min）

清掃頻度
（回／年）

浸透ます 6 93 1 ～ 20 2 ～ 1,116 0 ～ 1
浸透トレンチ 4 23 1 ～ 20 1 ～ 119 0 ～ 1
浸透側溝 2 2 1 ～ 20 15 ～ 33 0 ～ 1
浸透井 1 2 4 ～ 5 185 ～ 210 1/3 ～ 1/2
透水性舗装 1 1 1 2 0
空隙貯留・浸透施設 1 10 1 1 ～ 145 0 ～ 1
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ニタリング等と組み合わせて、流域全体として
評価する手法を提案する必要がある。

⑵�　適切な維持管理が必要であるが、施設設置数
および維持管理頻度が多くなると維持管理コ
ストが膨大となる。このため、最適な維持管理
頻度の提案および維持管理が軽減できる構造
の提案が必要である。

⑶�　設置後の浸透能力の経年変化に関する追跡モ
ニタリング調査は、大都市においては、ごく一
部の都市で実施しているのみであり、さらに、
経年変化に大きく影響を与える要因である維
持管理記録（頻度・清掃方法）等がないものも
多かった。今後は、追跡調査の重要性について
周知するとともに、系統立った調査方法を提案
し、データを蓄積し、全国的な状況を把握する
ことが必要である。

雨水浸透施設の整備促進の
手引き（案）3

　上記で述べてきた、雨水浸透施設の浸透能力経
年変化に関する成果 3 4を踏まえつつ、国土交通
省の下水道部および河川局（当時）は、当研究所
を含む複数の機関と連携して、雨水浸透施設の雨
水浸透効果の見込み方や、流域全体での雨水浸透

能力の把握手法、施設の適切な維持管理手法など
についての考え方を整理し、2010 年５月に「雨
水浸透施設の整備促進に関する手引き（案）」（以
下、「手引き」と称す）として、下水道部および
河川局の連名で公表 5した。
　手引きの内容構成は、図－３に示しているとお
り、第Ⅰ編から第Ⅳ編で構成されているが、手引
き全体を通じた基本的な考え方として、個別の雨
水浸透施設の浸透能力については、能力がばらつ
くため、流域全体で能力を評価する必要があるこ

図－３　手引きの内容構成

図－２　雨水浸透施設の浸透能力の経年変化
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第Ⅰ編　共通事項
　第１章　総則
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第Ⅲ編　雨水浸透施設の整備と維持管理の考え方
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　第５章　雨水浸透施設の能力の見込み方
　第６章　�下水道の各種計画における浸透効果の

基本的な考え方
　第７章　適切な維持管理
第Ⅳ編　フォローアップ
　第８章　フォローアップ・モニタリング



90 月刊下水道　Vol. 40　No.  1

と、また、浸透施設を設置する流域毎についても
浸透能力の低下にばらつきがあるため、適切な
フォローアップおよびデータのモニタリングが重
要である、という考え方が基本になっている。
　以下、手引きの中でポイントとなる、第Ⅱ編、
第Ⅲ編、第Ⅳ編の概要を中心に紹介する。

　3.1　雨水浸透効果の概算方法

　第Ⅱ編（図－４）では、流出解析モデル計算や
水循環モデル計算、土地利用データ整理といった

時間とコストのかかる作業を要さずに、雨水浸透
施設の設置による整備効果（流出抑制効果や地下
水涵養効果等）を概算で算出することを目的とし
て、これまでの知見に基づき、流域での平均浸透
強度の目安や、その算定方法、雨水浸透施設設置
密度の目安等について考え方を整理している。

　3.2　雨水浸透効果の整備と維持管理の考え方

　第Ⅲ編（図－５）では、個々の雨水浸透施設に
おける浸透能力のばらつきや、目詰まりによる浸

図－４　雨水浸透に関する課題と手引き第Ⅱ編の概要
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透能力の低下といった課題を踏まえて、雨水浸透
効果の定量的な推定方法を明らかにするため、雨
水浸透施設設置区域全体での平均浸透強度の設定
手法、浸透能力低減の評価手法、ならびに雨水浸
透施設の適切な維持管理手法に焦点を当て、その
基本的な考え方を整理している。また、併せて下
水道の各種計画における雨水浸透施設の浸透効果
の位置づけに関する考え方を整理している。

　3.3　フォローアップ体制の構築

　第Ⅳ編では、地域や流域の特性に合わせて雨水
浸透施設の設置効果の評価を適切に行うことがで
きるよう、設置効果を経年的に把握することによ
り整備計画の見直しに反映させる、フォローアッ
プ体制構築の考え方について整理している。

おわりに4
　雨水浸透施設は、流出量の減少による浸水対策
としての効果のみならず、合流式下水道雨天時越
流水、ノンポイント負荷（面源負荷）といった降
雨に由来する水質汚濁の緩和、枯渇した湧水の復
活に代表される水循環の健全化など多面的な効果
が期待されている。
　しかし、個別の浸透能力について経年的な変化
のばらつきが非常に大きいことから、大都市を中

心としたアンケート調査により浸透能力の経年変
化の傾向把握および維持管理との関連性について
分析を行った。
　また当研究室の調査結果をもとに、国土交通省
では雨水浸透施設の整備促進に向け、雨水浸透施
設の設置効果や浸透能力の算定方法、雨水浸透施
設の維持管理手法の考え方等について、現時点に
おける標準的な知見を手引き（雨水浸透施設の整
備促進に関する手引き（案））としてとりまとめた。
　今後は雨水浸透施設の浸透能力について、施
設の継続的なフォローアップによりモニタリング
データや知見等を集積していくこと、併せて、維
持管理が確実に実施されるための維持管理体制等
について、各自治体の事情に見合った制度設計の
検討が必要と考えられる。
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